


































































































千人 千人 ％ ％ 万人 ％
 計2） 8,549 58 0.7 100.0 5,354 16.0
1,000人  以上 5,549 32 0.6 64.9 1,252 44.3
300 ～ 999人 1,150 －10 －0.9 13.4
1,493 11.8
100 ～ 299人 606 －4 －0.7 7.1
 30 ～  99人 191 －5 －2.6 2.2
2,534  0.9
29人　以下 27 －1 －3.0 0.3











































































































































































































































































































































































20） 四宮他（2018: 154-156）、神田（2018: 30-31, 182-186, 248-249）参照。なお、会
社法第327条第５項により、非大会社であっても監査等委員会設置会社及び指名
委員会等設置会社には会計監査人の設置が義務付けられる。
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規約に記載されていることのみを義務付け、それを労働委員会の資格審査
で担保することしかしていない。したがって、実際に規約通り運用されて
いるかどうかは、各労働組合の機関による監督（最終的には組合総会の監
督）に依存する。現実的には、空文化している労働組合が多いのではない
だろうか22）。したがって、外部監査の義務付けについては、一般社団法人
と同じく負債の合計額200億円というような大規模労働組合に限定すべきで
あろう。
　現行制度上、仮に労働組合法第５条第２項第５号の義務付けがないとし
た場合に、現行法上で撮り得る対応は、会計監査に職務を限定した監事を
役員として置き、公認会計士又は監査法人に限らず、会計事務に精通した
者（税理士など）に就任を依頼することが考えられる23）。
　ただ、現実の労働組合運営において、特に、中小規模の労働組合の場合、
労働組合員の中から選出された執行委員が労働組合会計を担当する場合、
会計処理能力が担保されている訳ではないので、会計処理事務自体は
ウィークポイントになりやすい。この場合、参考になりうる制度として、
会社法において新設された会計参与の仕組みが挙げられる。会社法上の会
計参与は、任意設置の役員（したがって総会決議で選任される）で、取締
役（指名委員会等設置会社では執行役）と共同して、計算書類等を作成す
る者である。就任資格は、公認会計士又は監査法人の他、税理士又は税理
21） 筆者の所属する労働組合（年度収支約150万円（年間支出約90万円）、資産規
模約3,500万円、負債なし）の監査費用の見積りを複数の公認会計士事務所に依
頼したところ、法律に基づく法定監査として、年額40万円前後の提示を受けた。
これでは、労働組合財務が成り立たない。
22） 本規定が現実には機能をしていないことを示すブログの記載例として、著者
匿名（2010）及び著者匿名（2018）参照。
23） 労働組合の役員のうち、執行機関の職については、労働組合という組織の性
格、特に労働組合自治の観点から、組合規約において、就任資格を組合員に限
定又は組合員を多数とすることが適当と考えられるが、監査機関については、
外部性・中立性を担保するという趣旨を重視すれば、組合外からの就任を可能
にする（むしろ義務付ける）ことが望ましいと考えられる（ただし、労働組合
法第２条但書第１号の「監督的地位にある労働者その他使用者の利益を代表す
る者」は当然除外すべきである）。
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士法人である（会社法第329条、第332条、第333条及び第374条から第380条
まで）（神田、2018: 205, 239-242）24）。税理士の指導の下で作成された計算書
類等があれば、執行機関の会計事務の監督を公認会計士等ではない監事又
は組合総会において行うことも容易であろう（これは、会計参与制度が導
入されていない他の法人形態にも当てはまる）。この点については、立法的
解決が望まれる。
⑶　組合総会と直接無記名投票
　役員選挙、同盟罷業の開始及び規約の改正については、組合員又はその
組合員の直接無記名投票により選挙された代議員の直接無記名投票を義務
付けている（さらに、規約の改正については、投票の過半数ではなく、組
合員又は代議員の過半数の支持を義務付けている）。その趣旨は、逐条解説
によれば「労働組合の民主性確保」（役員選挙）、「特に慎重な手続」（規約
の改正）などと解説されている（厚生労働省労政担当参事官室、2015: 359, 
368）。しかし、少なくとも、役員選挙（役員の選任）と規約の改正につい
ては、他の社団形態の法人制度との均衡から考えても、組合総会の決議に
よることを最低条件としてよいのではないだろうか。ただ、労働組合の場
合、交代制勤務のように、勤務形態によっては同一の時間に同一の場所に
集合して会議を開催することが困難な場合もある。これについては、選択
肢として、組合総会とは別の選挙によることもできることとすること、単
位制組合であって、全国的規模を有しない労働組合にも代議員制の活用を
認めること、既に現実には行われている議決権の代理行使や書面による議
決権行使に加え、電磁的方法による議決権の行使を積極的に推進すること
などで対応可能なのではないか。
　同盟罷業については、行政通達で述べられている「同盟罷業は、労働者
がその要求を貫徹するために集団的に労務提供義務の履行を拒否すること
24） 会計参与制度は、1960年代に始まる税理士と公認会計士の業際問題の決着点
として制度化されたものであるが、報酬がリーズナブルなものであれば、会社
のみならず、各種の中小規模の法人の会計事務の改善、透明化及び説明責任の
向上に資するものと考えられ、立法的に拡大を図るべきものであろう。会計参
与制度の成立の背景、権限、責任等については、齋藤（2013）参照。
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により使用者に対して経済的圧力をかけるものである。しかし、それは同
時に労働者に対しても賃金を失うなどの損害を生ぜしめるものであり、し
かも同盟罷業を行ったからといって要求が常に貫徹されるものとは限らず、
また場合によっては賃金を失うばかりか、いたずらに企業の不振を招いて
使用者及び労働者自身にも重大な損失を招く結果に終わる危険性をも有す
るものである。したがって、その性格上内部における民主制を尊重すべき
労働組合においては、このような重大な危険を組合員に負担せしめるおそ
れのある同盟罷業を行うかどうかは、組合幹部や一部の少数者の独断に
よって決すべきものではなく、組合員の自由に表明された多数意思によっ
て決すべきものである（昭和38年12月20日労働法規課長内翰）」（厚生労働
省労政担当参事官室、2015: 366）は、現代においても妥当するものであり、
同盟罷業の決定については、直接無記名投票要件を外すことには慎重であ
るべきであろう。
４．結語
　法人としての労働組合に関する法制が時代に不適合になっているのは、
連合国軍の占領終了以後、労働組合法の当該部分の改正が行われて来な
かったからである。これは、冷戦下、左右対立の政治政治状況下においては、
労働組合の在り方自体に手を付けることは、少なくとも与党にとって、政
治的コスト・リスクの割に政治的ベネフィットが少なかったからかもしれ
ない。他方、野党（特に日本社会党及び日本共産党）にとっては、強力な
官公庁労働組合の存在を背景として、公務労働の労働基本権回復の方が優
先課題であり（この状況は、冷戦終了後も、21世紀の民主党政権まで続い
た）、優先度が高くなかったのかもしれない。また、21世紀に入るまでは、
旧民法法人（公益法人）制度も商法の会社規定も抜本的な改正は行われず、
新しい課題に対してはパッチワーク的に対処するのみであった。
　しかし、21世紀になり、一般社団法人、会社などの法人法制の整備が進
む中で、労働組合のみが旧態依然としたガバナンス枠組みであったり、死
文化どころか規定違反を強いられるような条文が残っていたりする状況は
問題であろう。特に、労働組合法は、労働組合という社団・法人の準拠法
という性格と、労働組合の結成や団体交渉を保護するための制度の規定が
₅₃巻２号　（₂₀₁₉. １）　（　　）204
同一の法律上に置かれているため、労働組合側が規定違反を強いられてい
ると、使用者側まで、自らの義務、特に、労働組合保護の根幹である第７
条の不当労働行為に関する規定を軽視しかねなくなるおそれがあることで
ある。法制度は、遵守の確保が伴わなければ、むしろ法制度自体への不信・
軽視を生み、社会を堕落させることとなる。個別的労働関係法制に関する
「働き方改革」第１弾に続き、その果実を労働組合自治と労使自治によって、
国民自らが維持・強化していく団体的労使関係法制に関する「働き方改革」
第２弾が行われることを強く希望する。
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